
生涯スポーツ普及活動支援費交付要項

１ 目 的

定款第４条第１項第２号及び第４号に基づき、加盟団体及び地域のスポーツ組織の普及・発展を

支援する。

２ 助成対象 国体種目外加盟競技団体及び登録した総合型地域スポーツクラブ（登録クラブ）が

行う下記の取組

⑴ 多世代を対象とする競技体験イベント・教室・大会（地域から県内規模のものまで）

⑵ 障がい者と健常者のスポーツ交流・体験イベント・大会（地域から県内規模のものまで）

⑶ オリ・パラ等の関係者による講話・シンポジウム・クリニック

⑷ その他目的に合致すると認められる事業

３ 助成対象経費等

⑴ 旅費 講師、役員、補助員等
⑵ 使用料賃借料
⑶ 報償費 講師 原則、１回２０，０００円/１人を上限とする。

※上限を超える報償費については要相談とする。
役員・審判・補助役員 原則、１回２，０００円/１人を上限とする。

⑷ 食糧費 弁当代等
⑸ 需用費 消耗品費、指導者・参加者の水分補給用飲料等
⑹ 役務費 通信運搬料、振込手数料、傷害保険料等

４ 事務手続き

希 望 調 査 票 提 出 希望団体は、指定期日までに本会へ希望調査書を提出する。

↓ (令和 5年 5月 11日締切)
審 議 、 決 定 希望調査書に基づき、対象団体、支援額等を決定する。

↓

支 援 費 の 内 示 本会から関係団体に支援額等を内示する。 (令和 5年 5月 31日)
↓

支 援 費 申 請 関係団体は本会へ支援費交付申請書を提出する。

↓ (令和 5年 6月 20日締切)
支 援 費 交 付 本会は関係団体へ交付決定を通知する。

↓ 同時に関係団体の口座に支援費を振り込む。 (令和 5年 7月 20日)
事 業 実 施

↓

事 業 実 績 報 告 競技団体は、事業終了後３０日以内（但し３月１０日まで）に本会へ

↓ 報告する。

確 定 通 知 本会から関係競技団体へ額の確定通知を行う。

６ 支援費は、別に定める「補助金等の執行に関する取扱」に基づき、適正に執行しなければなら

ない。

７ この要項は、平成３０年４月１日から施行する。

この要項は、令和３年４月１日から施行する。


